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申 請 概 要

１ 申請者 

一般社団法人電気通信事業者協会(会長 宮内 謙) 

 (基礎的電気通信役務支援機関。以下「支援機関」という。） 

２ 申請年月日 

平成 29年９月 20日 

３ 申請の概要 

支援機関が、ユニバーサルサービス制度に基づく交付金及び負担金につ

いて次の認可を受けようとするもの。 

① 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号。以下「法」という。）第

109 条第１項の規定に基づく東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ

東日本」という。）及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日

本」という。）に交付する交付金の額及び交付方法

② 法第 110 条第２項の規定に基づく負担金を納付すべき接続電気通信

事業者等ごとの負担金の額及び徴収方法

別紙１
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３① 法第 109条第１項の規定に基づく交付金の額及び交付方法 

  

ア 交付金の額 

 

支援機関は、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規

則（平成 14 年総務省令第 64 号。以下「算定規則」という。）第５条第１項

の規定に基づき、交付金の額を算定 

 

(１) 補填対象額 

 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 
ＮＴＴ東日本・ 

西日本合計 

加入電話に係る加入者回線（基本料） １８．４億円 １０．４億円 ２８．９億円 

加入電話に係る緊急通報 ０．４億円 ０．２億円 ０．６億円 

第一種公衆電話に係るもの １８．２億円 １７．５億円 ３５．７億円 

合 計※ ３７．０億円 ２８．２億円 ６５．２億円 

※ 数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計の数値と内訳の計については一致しない場合がある。 

 

注 ＮＴＴ西日本は平成 28 年度決算において、特別損失として熊本地震による災害特別損

失を計上しており、このうち基礎的電気通信役務に係る費用を算入した原価を用いて算定

している。 

このため、算定規則第３条ただし書の規定に基づく許可申請が本件申請と併せ行われ

ている。 

 

◇ 特別損失（収支表ベース） 

・ 災害特別損失  ６９億円 

→ うち基礎的電気通信役務の設備利用部門に係るもの ２５百万円 

 

 ◇ 補てん対象額及び合算番号単価への影響 

・ 基礎的電気通信役務の提供に要した原価への影響 ： ２３百万円 

・ 補てん額への影響 ： ６千円 

・ 合算番号単価への影響 ： ０．０００００２円程度 
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（参考）ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の平成 28年度基礎的電気通信役務収支表 

 NTT東日本 NTT西日本 

収益 費用 営業利益 収益 費用 営業利益 

加入電話 2,049億円 2,431億円 ▲382億円 2,072億円 2,448億円 ▲376億円 

 基本料 2,049億円 2,429億円 ▲380億円 2,072億円 2,446億円 ▲375億円 

 緊急通報 - 2億円 ▲2億円 - 1億円 ▲1億円 

第一種公衆電話 7億円 27億円 ▲20億円 3億円 21億円 ▲18億円 

計 2,056億円 2,459億円 ▲402億円 2,075億円 2,469億円 ▲394億円 

 

(２) 各適格電気通信事業者に対する交付金の額の算定 

 

○ＮＴＴ東日本に対する交付金の額 

＝ ３７．０億円 － ＮＴＴ東日本の算定自己負担額※ 

 

○ ＮＴＴ西日本に対する交付金の額 

＝ ２８．２億円 － ＮＴＴ西日本の算定自己負担額※ 

 

※ ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本を接続電気通信事業者等とみなし、算定規則第 27 条第

１項及び第２項の規定を適用して負担金の額を算定した場合の負担額。 

 

 

イ 交付方法 

 

(１) 交付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、支援機関が負担） 

 

(２) 交付金の額の通知 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月から３か

月後の末日までに、支援機関が各適格電気通信事業者に対して交付金額の

通知を行う。 

 

(３) 交付金の交付期限 

 

交付金の額を通知した月の翌月までに、支援機関が各適格電気通信事業

者に対して交付金を交付する。 
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(４) 各月の各適格電気通信事業者に対する交付金の額の計算方法   

 

各月の接続電気通信事業者等が納付する負担金の合計額に、当該適格電

気通信事業者に係る補填対象額及び支援業務費の合計額に占める当該適

格通信事業者に係る補填対象額の割合を乗じる。 

 

(５) 交付金の交付の特例 

 

交付金の交付期限までに、負担金を納付すべき接続電気通信事業者等に

つき、算定規則第 22 条第１項各号（会社更生法の適用等）に規定する事

由が生じた場合、同項の規定に基づき、交付金を減額することができる。

ただし、当該事由の発生した接続電気通信事業者等から負担金の額の全部

又は一部が納付された場合には、同条第２項の規定に基づき案分して算定

した額を交付金として速やかに適格電気通信事業者に交付する。 

 

(６) 支援機関の交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の交付金の交付に係る銀行口座については、預金額の全額保障、

振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 
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３② 法第 110条第２項の規定に基づく負担金の額及び徴収方法  

 

ア 負担金の額 

 

支援機関は、算定規則第 27 条第１項及び第２項の規定に基づき、各接続

電気通信事業者等 ※１の負担金の額を算定（適格電気通信事業者別に算定し

た次の（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）の合計額） 

 

(ａ)最終算定月前月までの負担金の額 

   当該接続電気通信事業者等の平成 30 年１月（予定）末～最終算

定月の前月（平成 30年 11月（予定））の月末の算定対象電気通信

番号の総数に番号単価※２を乗じた額 

 

(ｂ)最終算定月の負担金の額 

   全接続電気通信事業者等から平成 30 年中に徴収すべき額（補填

対象額に支援業務費を加えた額）から、最終算定月前月までに納

付した全接続電気通信事業者等の負担金及び算定自己負担額の合

計額（前年度残余額を含む。）を控除した額に、接続電気通信事業

者等ごとの最終算定月の月末の算定対象電気通信番号の数が全接

続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の総数に占める割合

を乗じた額 

 

(ｃ)当該接続電気通信事業者等の前年度残余額 
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(※１) 前年度の電気通信事業収益が10億円を超え、かつ、加入電話との相互接続通話を提供する電気

通信事業者（平成29年８月末現在 21社）。 

 

(※２) 番号単価は平成18年総務省告示第429号（基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金

算定等規則第二十七条第一項に規定する総務大臣が別に告示する方法を定める件）に従って支援

機関が算定。補填対象額、支援業務費（平成29年度中の費用額（平成29年３月に認可）から前

年度の次期繰越収支差額を差し引いた額）及び前年度過不足額を合算した額を平成 30 年の予測

算定対象電気通信番号の総数で除した額を合算番号単価とし、合算番号単価を適格電気通信事業

者の補填対象額の割合で案分したものを番号単価とする。 

①合算番号単価 ＝ 

（ＮＴＴ東西の補填対象額の合計額＋支援業務費－予測前年度過不足額） 

 平成30年の予測算定対象電気通信番号の総数 

 

＝  
（６５．２億円 ＋ ０．７億円 － ３．８億円)  

 
２９.５億番号 

 
＝ 2.103… 円 ⇒ ２円（整数未満四捨五入） 

 
 

②ＮＴＴ東日本 

に係る番号単価 
＝ 合算番号単価 × 

ＮＴＴ東日本の補填対象額 

ＮＴＴ東西の補填対象額の合計額 

＝ ２円     × ３７．０億円 

６５．２億円 

＝ 1.135193470… 円   ⇒ 1.13519347 円（小数点以下８位未満四捨五入） 

 

③ＮＴＴ西日本 

に係る番号単価  
＝ 合算番号単価 × ＮＴＴ西日本の補填対象額 

ＮＴＴ東西の補填対象額の合計額 

＝２円      × ２８．２億円 

６５．２億円 

   ＝ 0.864806530… 円  ⇒ 0.86480653 円（小数点以下８位未満四捨五入） 

 

 上記番号単価は、平成30年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用。同年７月以降

の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価については、平成 18 年総務省告示第 429

号に基づき、平成30年４月に、算定対象電気通信番号の総数の増減の見込み等を勘案して修正の

要否を判断する。 
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イ 徴収方法 

 

(１) 納付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、接続電気通信事業者等が負担） 

 

(２) 負担金の額の通知 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月

後に、次に掲げる事項を支援機関が接続電気通信事業者等に通知する。 

 

① 毎月の負担金の額（番号単価に算定対象電気通信番号数を乗じた額） 

② 負担金の納付期限   

③ 負担金を納付する口座名義・口座番号 

   

(３) 負担金の納付期限 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月

後の月の 25日までとする。 

 

(４) 延滞金の納付 

 

納付期限の翌日から納付する日までの日数に１万分の４の割合を乗じ

た延滞金を納付する。 

 

(５) 支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座については、預金額の全額保障、

振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 

 

 

8



審 査 結 果 

 
電気通信事業法関係審査基準（平成 13 年 1月 6日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」という。）の

規定に基づき審査を行った結果、以下のとおりと認められる。 

 

① 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号。以下「法」という。）第 109 条第１項の規定による交付

金の額及び交付方法の認可に係る審査 

審 査 事 項 
審査

結果 
理  由 

１ 交付金の額が算定規則第５条の

規定に照らし、妥当なものである

こと。（審査基準第 24条(1)） 

適 交付金の額は、基礎的電気通信役務の提供に係る交付

金及び負担金算定等規則（平成 14年総務省令第 64号。

以下「算定規則」という。）第５条第１項に定める方法

に従って補填対象額から各適格電気通信事業者の算定

自己負担額を控除した額としており、妥当なものである

と認められる。 

 

 また、本申請に係る交付金の額については、補填対象

額の算定において、西日本電信電話株式会社（以下「Ｎ

ＴＴ西日本」という。）における熊本地震に起因する災

害特別損失のうち、基礎的電気通信役務に関連する除却

損、復旧・点検に係る費用等を考慮した原価が用いられ

ているが、算定規則にこれを認める規定がないため、算

定規則第３条ただし書の規定に基づく許可申請が本申

請と併せて行われており、別記のとおり算入することが

適当であることから、妥当なものとであると認められ

る。 

 

東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」とい

う。）及びＮＴＴ西日本に対する交付金の額は、算定規

則第５条第３項に定めるとおり、平成 28 年度の基礎的

電気通信役務収支における営業費用の合計額から営業

収益の合計額を控除して得た額を下回ることから、妥当

なものであると認められる。 

 

２ 交付金を適格電気通信事業者に

交付する時期及び交付する手段が

適正かつ明確に定められているこ

と。（審査基準第 24 条(2)） 

適  交付する時期（交付期限）及び交付手段（交付金の額

の通知、各月の交付金の額の計算方法、交付金の交付の

特例及び交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ

対策）について、適正かつ明確に定められていることか

ら、妥当であると認められる。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基礎

的電気通信役務の適切、公平かつ安

定的な提供を阻害するものでない

こと。（審査基準第 24条(3)） 

適 本件申請において、基礎的電気通信役務の適切、公平

かつ安定的な提供を阻害する内容はないと認められる。 

 

  

別紙２ 
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② 法第 110条第２項の規定による負担金の額及び徴収方法の認可に係る審査 

審 査 事 項 
審査

結果 
事  由 

１ 負担金の額が算定規則第 27条の

規定に照らし、妥当なものである

こと。（審査基準第 25条(1)） 

適 本申請に係る負担金の額については、補填対象額の算

定において、ＮＴＴ西日本における熊本地震に起因する

災害特別損失のうち基礎的電気通信役務に関連する費

用を考慮した原価が用いられているが、算定規則にこれ

を認める規定がないため、算定規則第３条ただし書の規

定に基づく許可申請が本申請と併せて行われており、別

記のとおり算入することが適当であることから、妥当な

ものであると認められる。 

 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の負担金の額は、算定

規則第 27 条第１項及び第２項に定める方法に従って、

最終算定月前月までの各月の負担金の額、最終算定月の

負担金の額及び前年度残余額を合算した額としており、

妥当なものであると認められる。 

 

算定規則第 27 条第１項で定める番号単価は、平成 18

年総務省告示第 429号に基づき、補填対象額、支援機関

の支援業務に係る費用（以下「支援業務費」という。）

の額及び前年度過不足額の合計額を平成 30 年中の予測

算定対象電気通信番号の総数で除して算定しており、妥

当なものであると認められる。 

 

支援業務費の額は、平成 29 年度の収支予算額（平成

29年３月認可済み）から前年度の支援業務費の繰越額を

減じた額としており、妥当なものであると認められる。 

 

２ 負担金を接続電気通信事業者等

が納付する時期及び納付する手段

が適正かつ明確に定められている

こと。（審査基準第 25条(2)） 

適 納付する時期（納付期限）及び納付手段（負担金の額

の通知、延滞金の納付及び負担金の徴収に係る銀行口座

のセキュリティ対策）について、適正かつ明確に定めら

れていることから、妥当であると認められる。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基礎

的電気通信役務の適切、公平かつ安

定的な提供を阻害するものでない

こと。（審査基準第 25条(3)） 

適 本件申請において、基礎的電気通信役務の適切、公平

かつ安定的な提供を阻害する内容はないと認められる。 

 

（別記） 

特別損失（災害特別損失）の扱いについて 

基礎的電気通信役務に関連する設備の復旧・点検に係る費用を用いており、当該費用は電気通信役

務の提供のための営業費用と同一の性質を有すること、基礎的電気通信役務に関連する費用の算定

が適切に行われていること等から補填対象額に算入することが妥当なものであると認められる。 
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加
入
電
話

基
本
料

緊
急
通
報

第
一
種
公
衆
電
話

市
内
通
信

離
島
特
例
通
信

緊
急
通
報

合
計

2
0
4
,
9
4
8

2
0
4
,
9
4
8

6
9
1 0

6
9
2

2
0
5
,
6
4
0

2
4
3
,
1
4
8

2
4
2
,
9
3
3

2
,
7
2
3 3

2
,
7
2
8

2
4
5
,
8
7
7

2
1
5 1

▲
3
8
,
2
0
0

▲
2
1
5

▲
3
7
,
9
8
4

▲
2
,
0
3
1

▲
2

▲
1

▲
2
,
0
3
6

▲
4
0
,
2
3
6

○
平
成
２

８
年
度

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

収
支

表
（
単

位
：
百

万
円

）

・
平

成
２
８

年
度
に
お
け
る
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・

西
日
本

の
ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ
ス
収

支
の
状
況
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
で
▲
４
０
２
億
円
、

Ｎ
Ｔ
Ｔ

西
日

本
で
▲
３
９
４
億
円
の
赤
字
（

東
西

計
で

▲
７
９
６

億
円

）
と

な
っ
て
い

る
。

・
な

お
、
Ｎ

Ｔ
Ｔ
西
日
本
に
お
い
て
、
平
成
２

８
年
度

決
算
に
お

い
て

計
上

し
た
災
害

特
別
損
失
６
９
億
円
の
う
ち
、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル

サ
ー
ビ

ス
相

当
２
５
億
円
を
営
業
費
用
に
含

め
た

場
合

の
営
業
損

益
は

、
▲

４
１
９
億

円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
る
。

2
0
7
,
1
7
9

2
0
7
,
1
7
9

3
1
4 1

3
1
5

2
0
7
,
4
9
4

2
4
4
,
7
8
4

2
4
4
,
6
4
4

2
,
0
8
0 5

2
,
0
8
8

2
4
6
,
8
7
3

1
4
0 1

▲
3
7
,
6
0
5

▲
1
4
0

▲
3
7
,
4
6
5

▲
1
,
7
6
6

▲
4

▲
1

▲
1
,
7
7
3

▲
3
9
,
3
7
8

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

（
参
考
）
前
年
度

増
減

2
1
8
,
2
0
5

2
5
7
,
2
1
7

▲
3
9
,
0
1
2

▲
1
2
,
5
6
4

▲
1
1
,
3
4
0

▲
1
,
2
2
3

2
2
0
,
9
5
8

2
6
3
,
5
7
0

▲
4
2
,
6
1
1

▲
1
3
,
4
6
4

▲
1
6
,
6
9
7

＋
3
,
2
3
2

営
業
収
益

営
業
費
用

営
業
損
益

営
業
収
益

営
業
費
用

営
業
損
益

１

▲
4
0
,
1
3
0

▲
1
4
1

▲
3
9
,
9
8
9

▲
1
,
7
7
3

▲
4

▲
1

▲
1
,
7
8
0

▲
4
1
,
9
1
0

災
害
特
別
損
失
の

影
響
考
慮
後
の
利
益

▲
4
2
,
6
1
1

＋
7
0
1
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２
．
ユ
ニ

バ
ー
サ
ル

サ
ー

ビ
ス

に
係

る
原

価
・
収

益
に
基

づ
く
補

て
ん
対

象
額
の

算
定

に
つ

い
て

・
Ｌ

Ｒ
Ｉ
Ｃ

モ
デ
ル
に
従
っ
て
算
定
さ
れ
た
ユ

ニ
バ
ー

サ
ル
サ
ー

ビ
ス

に
係

る
原
価
・

収
益
に
基
づ
き
、
補
て
ん
対
象
額
を
算
定
。

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本
▲

1
,
5
9
4

原
価
（
報
酬

を
含
む

）
収
益

管
理
部
門

利
用

部
門

計

6
7
0

3
,
6
4
0

赤
字

2
,
0
6
6

3
,
0
0
7

▲
1
,
6
2
7

6
8
6

3
,
6
9
2

①
加
入

電
話
・
基

本
料

（
提
供
エ
リ
ア
全
体
の
収
益
・
原
価
〔
億
円
〕
）

加
入
電
話

回
線

数
※

（
万

回
線

）

2
,
1
8
7

2
,
3
4
6

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

（
参
考
）

（
補
て
ん
対
象
の
高
コ
ス
ト
エ
リ
ア
の
原
価
〔
百
万
円

〕
）

「
全

国
平

均
費

用
＋

標
準

偏
差
の

２
倍
」

(基
準
単
価

)を
ベ
ン
チ

マ
ー
ク

と
し
、

こ
れ
を

超
え

る
部

分
を

補
て

ん
対

象
額

と
す

る
。

＜
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
方

式
＞

（
算

定
に

当
っ

て
は

Ｉ
Ｐ

電
話
へ

の
移
行

回
線
数

を
現
に

加
入
電

話
の
提

供
の
用

に
供
し

て
い
る

も
の

と
み

な
し

て
計

算
※
）

＜
補
て
ん
対
象
額
の
算

定
方
法
＞

4
,
5
3
3

合
計

4
,
1
1
1

5
,
9
7
7

▲
3
,
2
2
1

1
,
3
5
6

7
,
3
3
2

１ 回 線 当 り コ ス ト 水 準

（
加
入
数
分
布
）

高
コ
ス
ト

地
域

低
コ
ス
ト

地
域

補
て
ん
対
象
地
域

基
金
の
補
て
ん
対
象

全
国
平
均
コ
ス
ト

＋
２
σ超

部
分

全
国
平
均
費
用
（
1,
34
8円

）

収
容
局
別
費
用

全
国
平
均
コ
ス
ト
＋
２
σ

（
基
準
単
価
）

（
1,

75
7円

）

（
参

考
）

加
入

電
話

基
本

料
の

補
て

ん
対

象
額

算
定

の
仕

組
み

4
,
3
7
3

6
,
0
4
0

▲
3
,
1
3
0

1
,
4
6
3

7
,
5
0
3

（
参

考
）
前

年
度

増
減

▲
2
6
1

▲
6
3

▲
9
1

▲
1
0
8

▲
1
7
1

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本
3
3
,
4
6
8

（
算
定
対
象
原
価
）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

①
補
て
ん
対
象
地
域

の
実
績
原
価

（
基
準
原
価
）

②
対
象
回
線
数
に

基
準
単
価
を
乗
じ
た

額

④
基
準
原
価
を

上
回
る
額

（
=①

-②
+③

）
加
入
電
話
回
線
数

（
万
回
線
）

（
参
考
）

3
6
,
2
7
9

1
,
8
4
3

補
て
ん
対

象
額

1
0
,
6
9
3

1
0
,
5
4
3

1
,
0
4
4

4
4
,
1
6
2

4
6
,
8
2
1

2
,
8
8
7

合
計

２

③
基
準
単
価
を

下
回
る
額

4
,
6
5
3

8
9
3

5
,
5
4
7

4
,
4
8
4

＋
4
8

1
7
2
.
1

5
0
.
0

<
3
.
8％

>

<
1
.
1％

>

2
2
2
.
1

<
4
.
9％

>

高
コ

ス
ト

か
ら

順
に

4
.
9％

を
抽

出

2
,
9
7
0

2
,
0
4
6
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3
9
.
5

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本
▲

3
2
8

収
益

管
理
部
門

利
用

部
門

計

赤
字 ▲
1
6
7

（
提
供
エ
リ
ア
全
体
の
収
益
・
原
価
〔
百
万
円
〕
）

加
入
電
話

回
線

数

（
万

回
線

）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

（
参
考
）

原
価

（
報
酬

を
含
む

）

▲
4
9
6

合
計

（
参

考
）
前

年
度

増
減

▲
6
9

＋
8
0

▲
1
1

▲
8
0

（
補
て
ん
対
象
の
高
コ
ス
ト
4
.
9
％
エ
リ
ア
の
原
価
〔

百
万
円
〕
）

補
て

ん
対

象
額

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

補
て
ん
対
象
地
域

に
相
当
す
る
原
価

加
入

電
話

回
線
数

（
万

回
線
）

（
参

考
） <
2
.
0％

>

<
2
.
9％

>

合
計

<
4
.
9％

>

▲
5
7
6

▲
1
2
4

基
本
料
の
高
コ

ス
ト

上
位
4
.9
％

（
東
西

計
）
の

加
入
者
回

線
数

に
対

応
し
た
原
価

＜
補
て
ん
対
象

額
の
算
定
方
法
＞

②
加
入

電
話
・
緊

急
通

報

（
参
考
）

前
年
度

増
減

＋
4

▲
6
.
1

3
2
7

1
6
6

4
9
4

1 1 2

3
2
8

1
6
7

4
9
6

5
6
3

1
3

5
7
6

9
5
6

9
7
8

1
,
9
3
3

2
,
0
5
7

3
9

2
1

6
1

5
7

5
5
.
2

9
4
.
7

1
0
0
.
8

３

14



「
原

価
－
収

益
」
の

収
支
差
額

＜
補
て
ん
対
象
額
の
算
定
方
法
＞

「
原

価
－
収

益
」
の

収
支
差
額

＜
補
て

ん
対
象
額
の
算
定
方
法
＞

③
第
一

種
公
衆
電

話
(
市

内
通
信
)

（
提
供
エ
リ
ア
全
体
の
収
益
・
原
価
〔
百
万
円
〕
）

④
第
一

種
公
衆
電

話
(
離

島
特
例
通
信
)

（
提
供
エ
リ
ア
全
体
の
収
益
・
原
価
〔
百
万
円
〕
）

補
て
ん
対

象
額

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本

収
益

管
理
部
門

利
用

部
門

計

原
価

－
収
益

（
＝

赤
字
額

）
第

一
種
公

衆
電

話
台

数
（
台

）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

（
参
考
）

原
価

（
報
酬

を
含
む

）

合
計

（
参

考
）
前

年
度

増
減

＋
1
1
0

▲
6
3

▲
1
5
8

＋
1
5

▲
4
7

8

補
て
ん
対

象
額

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本

収
益

管
理
部
門

利
用

部
門

計

原
価

－
収
益

（
＝

赤
字
額

）
第

一
種
公

衆
電

話
台

数
（
台

）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

（
参
考
）

原
価

（
報
酬

を
含
む

）

合
計

（
参

考
）
前

年
度

増
減

▲
1

▲
3

▲
2

▲
0

▲
3

4
,
4
5
4

3
1
4

1
,
0
0
6

6
9
1

2
,
0
3
8

2
,
4
1
6

9
0

2
5

1
1
4

2
,
5
0
6

2
,
0
6
3

4
,
5
6
8

1 1 2

3 5 8

00 0

3 5 8

2 4 6

1
,
8
1
4

1
,
7
4
9

3
,
5
6
3

8
9
5

4
,
5
1
7

9
9

4
,
6
1
6

3
,
7
2
1

3
1
1

0
1
1

8

5
7
,
9
8
3

5
0
,
6
7
2

1
0
8
,
6
5
5

1
1
,
3
5
1

2
,
6
0
9

1
3
,
9
6
0

４
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「
原

価
－
収

益
」
の

収
支
差
額

＜
補

て
ん
対
象
額
の
算
定
方
法
＞

⑤
第

一
種

公
衆
電

話
・

緊
急

通
報

（
提
供
エ
リ
ア
全
体
の
収
益
・
原
価
〔
百
万
円
〕
）

8

補
て
ん
対

象
額

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東
日

本

収
益

管
理
部
門

利
用

部
門

計

原
価

－
収
益

（
＝

赤
字
額

）
第

一
種
公

衆
電

話
台

数
（
台

）

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西
日

本

（
参
考
）

原
価

（
報
酬

を
含
む

）

合
計

（
参

考
）
前

年
度

増
減

▲
0

▲
0

▲
0

▲
0

2 1 2

0 00

2 1 2

3
0

3

1 22 3

5
7
,
9
8
3

5
0
,
6
7
2

1
0
8
,
6
5
5

５
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○
補

て
ん
対

象
額

（
合
算
）

番
号
単
価

○
番

号
単
価

○
支

援
業
務
費

（
Ｈ
２
９
予
算
額
：
予
算
額

7
5
百
万
円

－
前
期
繰
越
額

9百
万
円
）

平
成
3
0
年
1
月
～
12
月
ま
で
の
予

測
算
定

対
象
電

気
通
信
番

号
の

総
数

の
合
計

(
2
,
95
2百

万
番
号
)

補
て
ん
対
象
額
（
6
,
5
2
0百

万
円

）
＋
支

援
業
務

費
（
6
6百

万
円

）
－

予
測
前

年
度
過
不

足
額

(
37
7
百

万
円

)

(
合
算
)
 
番
号
単
価

＝
2
.
1
0
3
3
1
1
3
4
3
円
／
月
・
番
号

（
注

）
・

東
西

合
算

の
番

号
単

価
は

整
数

未
満

を
四

捨
五

入

・
東

西
別

の
番

号
単

価
は

、
合

算
単

価
を

東
西

の

補
て

ん
対

象
額

の
割

合
で

案
分

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本

合
計

1
,
8
4
3
百
万
円

1
,
0
4
4
百
万
円

2
,
8
8
7
百
万
円

第
一
種
公
衆
電
話

加
入
電
話

基
本
料

緊
急
通
報

市
内
通
信

3
9
百
万
円

2
1
百
万
円

6
1
百
万
円

1
,
8
1
4
百
万
円

1
,
7
4
9
百
万
円

3
,
5
6
3
百
万
円

離
島
特
例
通
信

2
百
万
円

4
百
万
円

6
百
万
円

緊
急
通
報

2
百
万
円

1
百
万
円

2
百
万
円

3
,
7
0
0
百
万
円

2
,
8
1
9
百
万
円

6
,
5
2
0
百
万
円

東
西
計

（
参

考
）
前

年
度

増
減

3
,
1
3
9
百
万
円

3
,
7
2
1
百
万
円

8
百
万
円

3
百
万
円

6
,
9
2
7
百
万
円

5
7
百
万
円

▲
2
5
2
百
万
円

▲
1
5
8
百
万
円

▲
2
百
万
円

▲
0
百
万
円

▲
4
0
8
百
万
円

＋
4
百
万
円

３
．
補
て

ん
対
象
額

と
番

号
単

価

・
補
て
ん
対
象
額
に
支
援
業
務
費
を
加
算

し
予
測
前
年
度
過
不
足
額
を
減
算
し
た
額
を
、
１
月
～
１
２
月
の
予
測
番
号
総
数
で

除
す
こ
と
に
よ
り
、
各
事
業
者
が
負
担
す
る
（
合
算
）
番
号
単
価
を
算
定
。

○
予

測
前
年

度
過
不
足
額

＝

２
円
／
番
号

・
月

う
ち
、
東
日
本

分
：
1
.1
3
5
1
9
3
4
70
円

西
日
本

分
：
0
.8
6
4
8
0
6
5
30
円

6
6
百
万
円

＋
3
7
7
百
万
円

＜
前
年
度
（
７
月
～
１
２
月
）
＞

３
円
／
番
号
・
月

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
分
：
1
.7

45
62

39
5円

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
分
：
1
.2

54
37

60
5円

適
用
年

平
成

2
5
年

平
成

2
6
年

平
成

2
7
年

平
成

2
8
年

平
成

2
9
年

補
て
ん
対
象
額

7
,3

6
3
百

万
円

6
,8

8
0
百

万
円

6
,8

8
5
百
万
円

6
,7

6
0
百
万
円

6
,9

2
7
百
万
円

番
号
単
価

（
／
月
・
番
号
）

３
円

３
円

２
円

前
半

２
円

後
半

３
円

前
半

２
円

後
半

３
円

（
参
考
）

補
て
ん
対
象
額
及
び

番
号
単
価
（
過
去
５
年
）

６
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■
今
年
度
の
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
交
付
金
及
び
負
担
金
の
額
の
算
定
に
お
い
て
は
、
基
礎
的
電

気
通
信

役
務
の
提

供
に
要
し
た
原
価
に
熊

本
震
災
に
よ
る
災
害
特
別
損
失
の
う
ち
基
礎

的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
も
の
を
含
め
て
い
る
。

■
交
付
金
の
額
の
算
定
に
お
い
て
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
要
し
た
原
価
に
災
害
特
別
損
失
の
う
ち
基
礎

的
電
気

通
信
役
務

の
提
供

に
係

る
も
の
を
含
め
る
こ
と
に
つ
い
て
、
電
気
通
信
事
業
法
第
１
０
９
条
第
１
項
に
基
づ
く
交
付
金
の
額
及
び
交
付

方
法
の
認

可
の
申

請
並
び
に
同

法
第
１

１
０
条
第
２
項
に
基
づ
く
負
担
金
の
額
及
び
徴
収
方
法
の
認
可
の
申
請
に
併
せ
て
、
基
礎
的
電
気
通
信
役
務

の
提
供
に
係

る
交

付
金
及

び
負
担
金

算
定
等
規
則
第

３
条
た
だ
し
書
に
基
づ
く
許
可
の
申
請
を
行
う
。

※
な
お
、
本
件
に
つ
い
て
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
か
ら
も
、
電
気
通
信

事
業
法

第
１
０
９
条
第
２
項
に
基
づ
く
算
定
に
関
し
て
、
総
務
大
臣

に
対
し
て
、
同
様

の

許
可
の
申
請
が
さ
れ
て
い
る
。

【
参
考
】

◇
特
別
損
失
（
収
支
表
ベ
ー
ス
）

・
災
害
特
別
損
失

６
９
億
円

→
う
ち
基
礎
的
電
気
通
信
役
務
の
設
備
利
用
部
門
に
係
る
も
の

２
５
百
万
円

◇
補
て
ん
対
象
額
及
び
合
算
番
号
単
価
へ
の
影
響

・
基
礎
的
電
気
通

信
役
務
の
提
供
に
要
し
た
原
価
へ
の
影
響

：
２
３
百
万
円

・
補
て
ん
額
へ
の
影
響

：
６
千

円

・
合
算
番
号
単
価

へ
の
影

響
：

０
．
０
０
０
０
０
２
円

程
度

【
参

考
】

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
サ

ー
ビ
ス
制

度
の

交
付

金
の

額
の

算
定

に
お
け
る
特

別
損

失
の

扱
い
に
つ
い
て

７
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（参考）交付金の額及び負担金の額に関する算定式 

１ 交付金の額 

(１) ＮＴＴ東日本に対する交付金の額

＝  Ce － [ ]∑
−

=

1

1

n

t
Pet・Et － {Ce ＋ S ・ Ce /C － ∑

−

=

1

1

n

t

（ ∑
=

Ft

i 1
][Pet・Nit ） － ∑

−

=

1

1
][

n

t
Pet・Et －

∑
=

−
'

1
][

Ft

i
/Mn'Ze・Nin'・Nin'Pen' －（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’） }・En /Mn 

－（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’） 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,519,535,947円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,700,467,316円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝65,820,890円〕 

nは、最終算定月〔＝平成 30年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（平成30年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Enは、n月（最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

ＮＴＴ東日本の算定自己負担額 －

ＮＴＴ東日本の補填対

象額＋案分した支援

業務費 

ＮＴＴ東日本の補填対象額 

ＮＴＴ東日本の最終算定月の算定自己負担額 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ東日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事業
者等の前年度残余額」
の総額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己負担
額」における前年度残余額に
相当する額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ東日本の「算

定自己負担額」の

累計額 
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（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Petは、t月の番号単価（番号単価は、平成 18年総務省告示第429号に従って算定する。また、原則

として平成30年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成30

年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.13519347円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成29年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成29年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔平成29年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単

価はは1.16506734円／月・番号、平成29年７月～12月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する

番号単価は1.74562395円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Ce’＋S’・Ce’/C’－∑
−

=

1'

1'

n

t

（∑
=

'

1
]''[

Ft

i
NitPet・ ）－∑

−

=

1'

1'
]''[

n

t
EtPet・  〕

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝6,927,456,473円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝4,035,476,648円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝72,838,731円〕 
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(２) ＮＴＴ西日本に対する交付金の額

＝  Cw － [ ]∑
−

=

1

1

n

t
Pwt・Wt － {Cw ＋ S ・ Cw /C － ∑

−

=

1

1

n

t

（ ∑
=

Ft

i 1
][Pwt・Nit ）－ ∑

−

=

1

1
][

n

t
Pwt・Wt －

∑
=

−
'

1
][

Ft

i
/Mn'Zw・Nin'・Nin'Pwn' －（Pwn’・Wn’－Zw・Wn’/Mn’）}・Wn /Mn

 －（Pwn’・Wn’－Zw・Wn’/Mn’） 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,519,535,947円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,819,068,631円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝65,820,890円〕 

nは、最終算定月〔＝平成 30年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（平成30年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wnは、n月（最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

ＮＴＴ西日本の算定自己負担額 －

ＮＴＴ西日本の補填対

象額＋案分した支援

業務費 

ＮＴＴ西日本の補填対象額 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ西日本の最終算定月の算定自己負担額 

ＮＴＴ西日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事業
者等の前年度残余額」
の総額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負担
額」における前年度残余額に
相当する額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ西日本の「算

定自己負担額」の

累計額 
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信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Pwtは、t月の番号単価（番号単価は、平成 18年総務省告示第429号に従って算定する。また、原則

として平成30年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成30

年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、0.86480653円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成29年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成29年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔平成29年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単

価は0.83493266 円／月・番号、平成29年７月～12月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番

号単価は1.25437605円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zｗは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Cw’＋S’・Cw’/C’－∑
−

=

1'

1'

n

t

（∑
=

'

1
]''[

Ft

i
NitPwt・ ）－∑

−

=

1'

1'
]''[

n

t
WtPwt・  〕

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝6,927,456,473円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,891,979,825円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝72,838,731円〕 
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(３) 算出に係る留意点 

 

① 各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担

金の合計額をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信

事業者の算定自己負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合の交付金の額

は、算定規則第５条第２項の規定による（整数未満の端数は、四捨五入）。 

 

② 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算し

た場合に整数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

   また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合

は、額が最大となっているもので調整する。 
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２ 負担金の額 

（１） ＮＴＴ東日本に係る接続電気通信事業者等の負担金の額 

 

 

= ∑
−

=

1

1
][

n

t
Pet・Nt ＋ ｛ Ce ＋ S ・ Ce / C － ∑

−

=

1

1

n

t

（ ∑
=

Ft

i 1
][Pet・Nit ） － ∑

−

=

1

1
][

n

t
Pet・Et －

∑
=

−
'

1
][

Ft

i
/Mn'Ze・Nin'・Nin'Pen' －（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’）}・Nn /Mn 

＋ Pen’・Nn’ －  Ze・Nn’/Mn’ 

 

 

 

 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,519,535,947円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,700,467,316円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝65,820,890円〕 

nは、最終算定月〔＝平成 30年12月予定。以下、この計算式において同じ〕 

t は、各月（平成30年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、t月の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

平成 30年 1月～最終算定月

前月の月末までの番号数に

係る負担額 

最終算定月の番号数 

に係る負担額 

ＮＴＴ東日本の補填対象額＋

案分した支援業務費 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

各接続電気通信事業

者等の最終算定月の

番号数の割合 

＋ 

 

前年度残余額 ＋ 

 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己

負担額」における前年度

残余額に相当する額 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ東日本の「算

定自己負担額」の

累計額 
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（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値） 

Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Petは、t月の番号単価（番号単価は、平成 18年総務省告示第429号に従って算定する。また、原則

として平成30年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成30

年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.13519347円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成29年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成29年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数（Nn’

は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔平成29年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単

価は1.16506734円／月・番号、平成29年７月～12月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番

号単価は1.74562395円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝6,927,456,473円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝4,035,476,648円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝72,838,731円〕 
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（２） ＮＴＴ西日本に係る接続電気通信事業者等の負担金の額
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,519,535,947円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,819,068,631円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝65,820,890円〕 

nは、最終算定月（＝平成 30年12月予定。以下、この計算式において同じ。） 

tは、各月（平成30年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値をとる） 

Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

平成 30年 1月～最終算定月

前月の月末までの番号数に

係る負担額 

最終算定月の番号数 

に係る負担額 

ＮＴＴ西日本の補填対象額＋

案分した支援業務費 

＋ 前年度残余額 ＋

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通信

事業者等の負担

額」の累計額 

各接続電気通信事業

者等の最終算定月の

番号数の割合 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己

負担額」における前年度

残余額に相当する額 

最終算定月前月

までに算定したＮ

ＴＴ西日本の「算

定自己負担額」の

累計額 
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（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電気通

信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数を

加えたものをいう） 

Pwtは、t月の番号単価（番号単価は、平成 18年総務省告示第429号に従って算定する。また、原則

として平成30年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する）〔平成30

年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、0.86480653円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝平成29年12月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（平成29年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）におけるi番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信

番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数（Nn’

は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定

対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔平成29年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単

価は0.83493266円／月・番号、平成29年７月～12月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番

号単価は1.25437605円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zwは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話株式

会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額

〔＝6,927,456,473円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,891,979,825円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝72,838,731円〕 
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（３） 算出に係る留意点 

 

(ａ) 各接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）の負担金の

総額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額をいう。）の当該接続電気

通信事業者等の算定対象収益の額に占める割合が限度割合を超える場合には、当該負

担金の総額は当該算定対象収益の額に限度割合（３％）を乗じて得た額とする（整数

未満の端数は四捨五入）。            

 

(ｂ) 各適格電気通信事業者における「負担金の額と当該適格電気通信事業者に係る算

定自己負担額の合計額（以下「負担金等の額」という。）の当該適格電気通信事業者

の算定対象収益の額に占める割合が限度割合（３％）を超える場合には、当該負担金

等の額は当該算定対象収益の額に限度割合を乗じて得た額とする（整数未満の端数は

四捨五入）。                  

 

(ｃ) 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算し

た場合に整数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、

額が最大となっているもので調整する。 
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